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第６回 稚内市観光振興のための新税に関する審議会 議事録 

 

〇 日 時 

令和７年９月３日（水）午後３時～ 

 

〇 場 所 

稚内市役所４階 第一委員会室 

 

〇 次 第 

１ 開会 

２ 会長挨拶 

３ 議事 

 （１）新税に係る制度設計 

 （２）新税に係る答申（案） 

４ その他 

５ 閉会 
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議事について、事務局より説明。 

委員から出た主な意見や質問、事務局からの応答は下記のとおり。 

 

〇 答申の中には、稚内市の方向性として、これまで議論してきた「観光資源の磨き上げ

と魅力向上」「受入環境の整備促進」「持続可能な観光振興」の３本柱を明記するべき

だと思う。 

 

＜事務局の回答＞ 

 次回までに整理させていただく。 

 

〇 課税免除等は、修学旅行や学校行事などが免除となっているが、これまで市が助成し

ているスポーツ合宿の利用は課税することとなる。市は教育委員会と調整が進んでい

るのか。 

 

＜事務局の回答＞ 

 宿泊税の導入検討段階から担当課と打ち合わせを進めている。北海道もスポーツ合宿

に対しては、宿泊税の使途の中で支援策を検討するとしており、北海道と支援内容が

重複しないよう慎重に議論を進めていく。 

 

〇 利用料金の支払いがクレジット払いなどの場合、クレジット払いの決済事業者から宿

泊事業者への入金が遅れることとなる。そのため、市へ宿泊税を納めるタイミングは、

宿泊事業者の手元に現金が用意できていることを踏まえると、１か月ごとではなく、

３か月に１回が望ましいと考える。 

 

〇 全体的に答申内容が北海道と同様という説明が多いが、稚内市の審議会で議論した答

申となるので、審議会が主体となるように文言を変える必要があると考える。 

 

〇 特別徴収義務者交付金の内容について、北海道と同様の支援という表現になっている

が、広い意味での「同様」と捉えられるので、宿泊事業者にとって適切な支援を行う

という表現の方が良いのではないか。 

 

〇 宿泊税の議論がきっかけとなって、市役所だけではなく、市民の方々、観光に携わる

方々が観光振興を考える良い機会になることも大きな意義である。 

 

○ 宿泊税の導入にあたっては、事前に宿泊事業者から旅行会社へ周知が必要になるため、

十分な周知期間を設けて欲しい。老舗旅館などが対応できるよう、行政としてサポート
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をお願いしたい。 

 

○ OTA などは６か月以上前から予約を受け付けていること、ビジネス客も宿の確保で同様

に動いているが、宿泊とリンクした観光サービスとの整合性も図る必要がある。十分な

期間を設けて導入した方が良いと考えている。 


